
令和２年度事業継続支援事業実施要領
（趣　旨）
第１条　この要領は、「事業継続支援事業」について、「兵庫県産業労働部補助金交付要綱」（以下「交付要綱」という。）に定めるもののほか、事業の実施に必要な事項を定める。
（事業の目的）

第２条　本事業は、事業承継を躊躇する中小企業を後押しするため、事業承継時に発生する経費を補助し、中小企業の円滑な事業承継を支援することを目的とする。
（定　義）

第３条　この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとおりとする。
(1)「中小企業者」とは、中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律第２条に規定する中小企業者及び本実施要領第８条第１項の提出時点で当該事業を行っていない後継経営者をいう。
(2)「事業承継」とは、法人においては、先代経営者が代表取締役を退任し、同経営者の親族である後継者が代表取締役に就任すること（後継者が代表取締役社長以外の職から代表取締役社長に就任することを含む）、又は先代経営者が営む事業を、別法人の経営者若しくは親族以外の者が後継者として事業を引き継ぐこととし、個人においては商号（屋号）や経営資源を承継（現代表者は廃業届を後継者は開業届を提出）することとする。
(3)「親族」とは、六親等内の血族、配偶者、三親等内の姻族をいう。
(4)「継続事業者」とは令和元年度事業継続支援事業費補助金の交付決定を受けた中小企業者をいう。
(5)「新規事業者」とは令和２年度事業継続支援事業費補助金の交付決定を受ける中小企業者をいう。

（補助事業者及び間接補助事業対象者）

第４条　補助事業者は、県内各商工会議所及び商工会連合会（以下、商工会等）をいう。
２　間接補助事業者は県内中小企業者であって、次の各号に掲げるものとする。
(1)継続事業者

1 　法人の場合、兵庫県内で事業を営むもの
2 　個人の場合、兵庫県内で事業を営む者とし、原則、県内に居住する者であること
3 　地域経済に貢献している又は貢献する中小企業者であること

4 　みなし大企業、フランチャイズ契約を締結して事業を行っている者でないこと
5 　風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条
に規定する風俗営業、性風俗関連特殊営業又は接客業務受託営業を営む者でないこと
(2)新規事業者

1   事業承継ネットワークブロックコーディネーターに相談（ただし、やむを得ず作成
時点で相談出来なかった場合、補助金採択後に相談すること）し、商工会等と「事業承継計画書（実施要領様式第４）」を作成したもの
2 　法人の場合、兵庫県内で事業を営むもの
3 　個人の場合、兵庫県内で事業を営む（予定である）者とし、原則、県内に居住する
（予定である）者であること
4 　地域経済に貢献している又は貢献する中小企業者であること
5 　先代経営者から後継経営者に平成31年４月１日から令和３年３月31日までに事業
承継を行った事業者又は行う予定の事業者であること
6 　原則、承継時に先代経営者が満60歳以上かつ後継経営者は先代経営者より若いこと
7 　中小企業者から中小企業者への事業の承継であること
8 　みなし大企業、フランチャイズ契約を締結して事業を行っている者でないこと
9 　風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条
に規定する風俗営業、性風俗関連特殊営業又は接客業務受託営業を営む者でないこと
（補助事業者の役割）

第５条　補助事業者は、本事業の実施主体として、次の各号に掲げる事務を行う。ただし、商工会連合会については、商工会を経由して行うものとする。
(1)  中小企業者の事業承継計画策定の指導及び補助金応募書類作成等にかかる助言
(2)  応募書類の受付及びとりまとめ
(3)  応募書類の内容審査、意見の付記及び県への提出

(4)  採択審査委員会での審査結果を踏まえての応募者への採択または不採択の通知
(5)  間接補助事業者への事業実施にかかる支援
(6)  その他、補助事業実施上必要と認められる事務
（補助）

第６条　知事は、補助事業者が実施する事業継続支援事業に要する経費について、予算の範囲内において別表１に定める額を補助する。

(1) 間接補助事業者が行う事業承継にかかる経費
（補助期間）

第７条　補助期間は、事業認定の日から令和３年３月３１日までとする。
２　間接補助事業者の補助期間は、次の各号に掲げるものとする。ただし、間接補助事業者による補助事業者への交付手続きは単年度ごとに行う。
(1)継続事業者
  　 交付決定日から令和４年３月３１日まで

(2)新規事業者
　　 交付決定日から令和５年３月３１日まで

（補助金の交付手続き等）
第８条　補助事業者は、交付要綱第３条に基づき補助金の交付を受けようとする場合は、次に掲げる書類を知事に提出する。

(1) 「補助金交付申請書（交付要綱様式第１号）」
(2) 「交付要綱第４条第１項に規定する暴力団等に該当しない旨等を記載した誓約書（交付要綱様式第１号の２）」

(3) 「補助事業計画書（交付要綱別紙１）」
(4) 間接補助事業にかかる「令和２年度事業継続支援事業費補助金交付にかかる申請書（実施要領様式第１）」の写し
(5) 間接補助事業にかかる「申請者の状況等（実施要領様式第２）」。ただし、新規事業者のみ提出する。
(6) 間接補助事業にかかる「実施概要（実施要領様式第３）」

(7) 間接補助事業にかかる「事業承継計画書（実施要領様式第４）」。ただし、新規事業者のみ提出する。
(8) 間接補助事業にかかる「意見書（実施要領様式第５）」。ただし、新規事業者のみ提出する。

２　知事は、補助金を交付すべきものと認められる場合は、交付要綱第４条に基づき、「補助金交付決定通知書（交付要綱様式第２号）」を補助事業者に通知する。
３　補助事業者等は、前項により通知された交付決定額に関して、交付要綱第１４条に基づき「補助金請求書（交付要綱様式第１２号）」を知事に提出する。これに対して、知事は補助事業者に補助金を支払う。
（補助金の変更、中止又は廃止）

第９条　補助事業者は交付要綱第７条に基づき補助事業の内容の変更を行おうとする場合は、次に掲げる書類を知事に提出する。
(1)「補助金交付決定内容変更承認申請書（交付要綱様式第３号）」
(2)「申請者の状況等（実施要領様式第２）」、「実施概要（実施要領様式第３）」に変更部分の追記・修正を加えたもの
２　補助事業者は、交付要綱第７条に基づき補助事業を中止または廃止しようとする場合は、次に掲げる書類を知事に提出する。

(1)「補助事業中止（廃止）承認申請書（交付要綱様式第４号）」

３　補助事業者は、交付要綱第８条に基づき交付決定額の変更を受けようとする場合は、次に掲げる書類を知事に提出する。
(1)「補助金変更交付申請書（交付要綱様式第７号）」

(2)「申請者の状況等（実施要領様式第２）」、「実施概要（実施要領様式第３）」に変更部分の追記・修正を加えたもの
（事業実績等の報告）

第１０条　補助事業者は、各年度の事業実績について、交付要綱第１１条に基づき次に掲げる書類を知事に提出する。提出期限は、事業完了の日から起算して１ヶ月を経過した日、または当該事業年度の翌年度の４月９日のいずれか早い日までとする。
(1)「補助事業実績報告書（交付要綱様式第１０号）」

(2)「補助事業実績報告書（交付要綱別紙２）」

(3) 間接補助事業者にかかる「事業実施報告書（実施要領様式第６）」

２　知事は、前項に定めるほか必要があると認めるときは、補助事業者に対し、事業の実施状況等について報告を求めることができる。
（間接補助事業者の募集・選定）

第１１条　補助事業者が間接補助事業者を募集するにあたっては、公募要領に基づき、補助事業者及び県等を通じて周知し、公募を行う。
２　補助事業者は、中小企業者が応募書類を作成するにあたって必要な助言を行うものとする。
３　補助事業者は、応募書類の内容を確認し、補助事業者として意見を付したうえで、県が設置する採択審査委員会事務局へ応募書類を提出する。
４　間接補助事業者を選定する際は、採択審査委員会において審査を実施する。審査方法は県が別に定める。
５　補助事業者は、採択審査委員会での審査結果を応募者へ通知する。

（その他）
第１２条　この要領に定めるもののほか、本事業の実施に関して必要な事項は別に定める。
　　附　則
（施行期日）
　この要領は、令和２年４月１日から施行する。
別表１（実施要領第６条関係）
１　間接補助事業者が行う事業承継にかかる経費

	補助対象経費
	間接補助事業者が行う事業承継にかかる経費のうち下記に掲げる経費（消費税除く）
(1) 賃借料（第三者承継のみ対象。継続事業者も対象）
(2) 広告宣伝等事務費（継続事業者も対象）
(3) 建物改修費
(4) 設備導入費

	補助率
	補助対象経費の２分の１以内

	補助限度額
（単年度）
	　下記を上限限度額とする。
(1) 賃借料―１，０００千円
(2) 広告宣伝等事務費―１，０００千円
(3) 建物改修費
(4) 設備導入費　　


別紙（別表１関係）
（1） 補助対象となる経費について
	経　費　区　分
	経費区分明細
	内　　　容

	賃借料
	店舗賃借料
	県内の事業用建物等の借受けにかかる経費（敷金、礼金、店舗等購入費除く。又、住居兼用の場合、居住スペース除く）

	広告宣伝等事務費

	広報費
	チラシ作成、ホームページ作成、展示会出展費等

	
	事務費
	（先代経営者による）自社株評価費、契約書作成費、登記費用、後継者としての研修会参加費等

	建物改修費
	建物改修費
	県内の事業所、店舗の承継・開設に伴う外装・内装・設備工事費等（住居兼用の場合、居住スペース除く）

	設備導入費
	設備導入費
	事業の実施に不可欠な県内事業所用の設備機器の購入・修繕・リース料等（ただし、購入・修繕にあっては、取得価格又は効用の増加額が50万円未満であるものに限る）


（3）（4）の合計で２，０００千円









